
178

第
Ⅴ
編

観
光
政
策

（2） 平成27年度の観光政策の位置づけ
①観光政策の位置づけ図（Ⅴ-3-2）
　「a.極めて重要な位置づけにある」が59.6％で最も多く、「b.重
要な位置づけにある」は40.4％となっている。

②平成27年度の重点分野
　●特に重点的に取り組む分野（図Ⅴ-3-3）
　「e．国際観光の振興」（93.6％）が最も多く、次いで「f．情報
発信、宣伝PR」（87.2％）、「d．新しい商品づくり、魅力づくり」
（74.5％）となっている。

　● 平成26年度補正予算にて特に重点的に取り組む分野 
（図Ⅴ-3-4）

　「e．国際観光の振興」（63.0％）が最も多く、次いで「d．新し
い商品づくり、魅力づくり」（56.5％）、「f．情報発信、宣伝PR」
（47.8％）となっている。

　当財団では平成26（2014）年度、観光庁（協力）、大学、民間
シンクタンクの参画による「都道府県・政令指定都市観光政策
アンケート調査検討委員会」を立ち上げ、都道府県・政令指定
都市における観光の位置づけや施策、事業内容など、観光政
策の“質的な現状”の分析を行う調査「都道府県及び政令指
定都市の観光政策に関するアンケート調査」を実施した（結果
の一部を『旅行年報2014』に記載）。
　平成27（2015）年度においても、「都道府県・政令指定都市
観光政策アンケート調査検討委員会」のもと、「都道府県及び
政令指定都市の観光政策に関するアンケート調査」を実施し、
「平成26年度の観光政策、重点施策」「平成27年度の観光政
策、重点施策」「国際観光の振興（インバウンド）」「観光連盟・
協会等への対応」「観光分野の連携の現状」などの把握を行っ
た。ここでは、都道府県の観光政策について、調査結果の一
部を紹介する（表Ⅴ-3-1、表Ⅴ-3-2）。

（1） 平成26年度の観光政策、重点施策
　●特に成果のあった分野（図Ⅴ-3-1）
　「e.国際観光の振興」（78.7％）が最も多く、次いで「f.情報発
信、宣伝PR」（53.2％）、「d.新しい商品づくり、魅力づくり」
（34.0％）となっている。

Ⅴ-3  都道府県による観光政策

平成26年度で成果があったのは「国際観光の振興」
平成27年度も「国際観光の振興」が重点分野

多くの都道府県が「ふるさと旅行券」や
「広域観光周遊ルート形成促進事業」に関与

観光分野における連携も積極的に推進
課題は、人員不足、財源不足、受入体制整備など

※�記載されているデータは速報ベース（精査前）のものであり、今後の精査次第
で最終結果が異なってくる可能性がある。

a．観光資源・景観・環境の保護・保全
b．観光関連施設の建設・整備
c．観光関連施設の管理・運営

d．新しい商品づくり、魅力づくり
e．国際観光の振興
f．情報発信、宣伝PR

g．販路開拓
h．観光イベントの開催

i．コンベンション等MICEの誘致
j．交通基盤の整備、観光ルートの開発

k．市町村支援（補助）
l．物産、関連産業の振興

m．関連組織強化、業界指導・育成
n．観光統計、マーケティング

o．観光振興戦略策定
p．広域連携
q．その他
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図Ⅴ-3-1　特に成果のあった分野（複数回答、n=47）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

a．極めて重要な位置づけにある
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e．不明
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図Ⅴ-3-2　平成27年度の観光政策の位置づけ
（単数回答、n=47）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

a．観光資源・景観・環境の保護・保全
b．観光関連施設の建設・整備
c．観光関連施設の管理・運営

d．新しい商品づくり、魅力づくり
e．国際観光の振興
f．情報発信、宣伝PR

g．販路開拓
h．観光イベントの開催

i．コンベンション等MICEの誘致
j．交通基盤の整備、観光ルートの開発

k．市町村支援（補助）
l．物産、関連産業の振興

m．関連組織強化、業界指導・育成
n．観光統計、マーケティング

o．観光振興戦略策定
p．広域連携
q．その他
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図Ⅴ-3-3　平成27年度に特に重点的に取り組む分野
（複数回答、n=47）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕
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③地方創生事業への取り組み
　●「地域住民生活等緊急支援のための交付金事業」への

取り組み
＜地域消費喚起・生活支援型＞
　一部の地域を除き、「ふるさと旅行券」（宿泊割引、旅行商
品割引、観光・体験施設割引、宿泊者向けの土産品割引な
ど）に取り組んでいる。この他では、物産品や特産品の購入を
奨励するための購入割引券などの事業に取り組んでいる地域
もある。
＜地方創生先行型＞
　プロモーションや情報発信、および観光地づくりや受入整備
の事業として活用する地域が多い。この他では、旅行商品など
への支援・助成、人材育成、免税販売促進、バリアフリーなど

に取り組む地域も見られる。
　●ふるさと旅行券等の発行時期（発行済みもしくは発行計
画・予定のある場合）（図Ⅴ-3-6）
　「a.発行済みである」（54.5％）が最も多く、次いで「b.今年度
内に発行する計画がある」（43.2％）、「c.現在検討中」（2.3％）
となっている。

④広域観光周遊ルート形成促進事業への取り組み（図Ⅴ-3-7）
　「a.取り組む予定である」（78.7％）が最も多く、「c.不明である」
は14.9％、「b.取り組む予定はない」は6.4％となっている。15年
6月12日に認定された7ルートに属する地域では取り組みを進め
ており、今回応募しなかった地域においても今後の取り組みを
検討しているところがある。

⑥北陸新幹線開業による観光政策への影響（図Ⅴ-3-9）
　「e.不明」が37.0％で最も多く、影響を計りかねている地域が
多いようである。「a.大きな影響があった」「b.影響があった」の
合計は30.4％で、距離的・時間的に競合する東北地域や沖縄
では危機感を抱き、関東の北陸新幹線沿線地域などでは北陸
などからの観光客の増加に期待する声が上がっている。北陸

⑤免税対象品の拡大による影響（図Ⅴ-3-8）
　「b.影響があった」（60.9％）が最も多く、「a.大きな影響があっ
た」（6.5％）と合わせると7割弱となる。影響の内容としては、
「セミナーや研修会を開催したことにより、免税店の拡大につな
がった」「今後も免税店を拡大していきたい」「免税手続きのワ
ンストップ化やシステム整備への支援等を進める」などの声が聞
かれた。

　● 平成27年度事業予算（平成26年度補正予算事業は除
く）にて特に重点的に取り組む分野（図Ⅴ-3-5）

　「e.国際観光の振興」（81.4％）が最も多く、次いで「f.情報発
信、宣伝PR」（65.1％）、「d.新しい商品づくり、魅力づくり」
（32.6％）となっている。

a．観光資源・景観・環境の保護・保全
b．観光関連施設の建設・整備
c．観光関連施設の管理・運営

d．新しい商品づくり、魅力づくり
e．国際観光の振興
f．情報発信、宣伝PR

g．販路開拓
h．観光イベントの開催

i．コンベンション等MICEの誘致
j．交通基盤の整備、観光ルートの開発

k．市町村支援（補助）
l．物産、関連産業の振興

m．関連組織強化、業界指導・育成
n．観光統計、マーケティング

o．観光振興戦略策定
p．広域連携
q．その他
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図Ⅴ-3-4　平成26年度補正予算にて特に重点的に取り組む
分野（複数回答、n=46）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

a．観光資源・景観・環境の保護・保全
b．観光関連施設の建設・整備
c．観光関連施設の管理・運営

d．新しい商品づくり、魅力づくり
e．国際観光の振興
f．情報発信、宣伝PR

g．販路開拓
h．観光イベントの開催

i．コンベンション等MICEの誘致
j．交通基盤の整備、観光ルートの開発

k．市町村支援（補助）
l．物産、関連産業の振興

m．関連組織強化、業界指導・育成
n．観光統計、マーケティング

o．観光振興戦略策定
p．広域連携
q．その他
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図Ⅴ-3-5　平成27年度事業予算にて特に重点的に取り組む
分野（複数回答、n=43）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

a．発行済みである
b．今年度内に発行する計画がある

c．具体的時期は未定だが、現在検討中
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図Ⅴ-3-6　ふるさと旅行券等の発行時期（単数回答、n=44）

図Ⅴ-3-7　広域観光周遊ルート形成促進事業への取り組み予定
（単数回答、n=47）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

a．大きな影響があった
b．影響があった

c．あまり影響はなかった
d．全く影響はなかった

e．不明
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図Ⅴ-3-8　免税対象品の拡大による影響の内容および対応策
（単数回答、n=46）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕
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地域では、15年10月に始まる北陸DC（デスティネーションキャ
ンペーン）に期待がかかる。

（3） 国際観光の振興（インバウンド）への取り組み
　● 国際観光の振興を目的に平成27年度に実施する予定の

事業（図Ⅴ-3-12）
　「d.海外での見本市・商談会等への参加」および「e.海外メ
ディア・旅行関係者等の招聘」がいずれも97.9％で最も多く、次
いで「b.インターネットによる情報発信」（91.5％）、「c.海外TV、
雑誌等による情報発信」「h.多言語の観光パンフレットの作成」
（いずれも78.7％）となっている。多様な手段を用いて国際観光
の振興を目指す様子がうかがえる。

　●ターゲットとする国・地域（図Ⅴ-3-13）
　「a.台湾」（100.0％）は回答のあった都道府県全てにおいて
ターゲットとなっている。次いで「e.タイ」（95.7％）、「c.中国」
（91.3％）、「b.韓国」（89.1％）、「d.香港」（82.6％）となっている。
地域別に見ると、東アジアが多く、次いで東南アジア、オースト
ラリア・アメリカ・欧州となっている。

⑦北海道新幹線開業による観光政策への影響（図Ⅴ-3-10）
　「e.不明」が51.1％で最も多く、開業前であり、また部分的な
開通であることから、判断がつきかねる地域が多いようである。
「a.大きな影響がある」「b.影響がある」の合計は21.3％で、北
海道新幹線沿線地域では「観光地づくりや受入整備などに積
極的に取り組む」との意見が聞かれ、接続する東北新幹線沿
線地域では北海道からの観光客の誘致に期待がかかる。その
一方で、観光客が北海道に流れることで危機感を抱いている
地域も見られる。

⑧ 2020年（平成32年）オリンピック・パラリンピック東京大会
による観光政策への影響（図Ⅴ-3-11）
　「a.大きな影響がある」「b.影響がある」を合わせると91.5％で、
「c.あまり影響はない」「d.全く影響はない」はいずれも0％であり、
ほとんど全ての地域に何らかの影響が及ぶと認識されているよ
うである。特に、オリンピック・パラリンピックを契機に訪日外国
人観光客の増加が見込まれるとの意見が多く、「海外プロモー
ションの強化」「受入整備の推進」「東京からの誘客」などを検
討する地域が全国的に見られる。また、開催前の合宿誘致を
目指す地域もある。
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b．影響がある

c．あまり影響はない
d．全く影響はない

e．不明
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図Ⅴ-3-10　北海道新幹線開業による観光政策への影響
（単数回答、n=47）

図Ⅴ-3-11　平成32年オリンピック・パラリンピック東京大会に 
よる観光政策への影響（単数回答、n=47）

図Ⅴ-3-9　北陸新幹線開業による観光政策への影響
（単数回答、n=46）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕
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d．海外での見本市・商談会等への参加
e．海外メディア・旅行関係者等の招聘
f．多言語によるHP開設・リニューアル

g．多言語による案内看板・標識類等の整備
h．多言語の観光パンフレットの作成
i．観光地・施設への無線LANの整備

j．観光施設の外国語対応スタッフの配置
k．外国人向け観光メニュー（商品）等の設定
l．公共交通の利便性向上に向けた整備

m．観光関係者向けインバウンド研修会の開催
n．外国語対応可能なスタッフ等の育成

o．電話通訳サービス等の実施
p．その他
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図Ⅴ-3-12　平成27年度に実施する予定のインバウンド事業
（複数回答、n=47）

図Ⅴ-3-13　ターゲットとする国・地域（複数回答、n=46）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕
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　●ターゲットとして注目している理由（国・地域別）
　ターゲットとして注目する理由について、上位5カ国・地域を
見ると、台湾では「訪日客数（もしくは訪都道府県客数）が多
く、今後も増加が期待される」「親日的である」「リピート率が高
い・個人客にシフトしている」「国際線の定期便が就航している
（もしくは定期便化を目指している）」「旅行単価が高い」「まん
がコンテンツを活用した誘客が実施できる」など、タイでは「市
場が成長している（成長著しい）」「訪日旅行ブームが継続して
いる」「訪日短期滞在ビザの緩和や航空座席数の増加が寄与
している」「親日的である」「消費額が大きい」「県産品の輸出が
好調で誘客が見込める」「観光素材に対するニーズが高い」な
ど、中国では「定期便が就航している」「人口規模が大きく、富
裕層も拡大している」「今後も増加が期待される」「免税店舗拡
大（爆買い）が期待される」「スキーブームが訪れている」など、
韓国では「定期便が就航している」「訪都道府県客数が最も多
い」「訪日旅行需要が高い」「友好交流を締結している」「現地
事務所がある」など、香港では「宿泊客数が多い」「リピーター
が増えており、地方への誘客が期待できる」「観光客数が増加
傾向にある」「定期便が就航している」「他のアジアや世界の華
僑市場にも強い情報発信力を有する」「親日的である」「消費額
が多い」が挙げられている。

（4） 観光連盟・協会などへの対応
　●業務上の役割分担（図Ⅴ-3-14）
　「a.明確である」（63.0％）が最も多く、次いで「b.あまり明確
でない」（28.3％）となっている。比較的役割は分担されている
ようである。

　●実施している支援策（図Ⅴ-3-15）
　「a.補助金を交付している」（85.1％）が最も多く、次いで「c.職
員を派遣している」（76.6％）、「b.業務を委託している」（74.5％）
となっている。さまざまなタイプの支援が行われている様子がう
かがえる。

（5） 観光分野における連携の現状
　●連携の実施状況（図Ⅴ-3-16）
　「a.行っている」が97.8％で、「b.行っていない」は2.2％となっ
ている。

　●連携のタイプ（図Ⅴ-3-17）
　各都道府県で最大3つまで挙げてもらった連携について、そ
のタイプをまとめると、「a.県同士の広域連携」（40.0％）が最も
多く、次いで「e.県同士及び民間事業者との連携」（15.2％）「f.県
内市町村及び民間事業者との連携」（13.3％）、となっている。
同じ立場にある県同士の結びつきが目立つ。

　●連携の事務局組織（「行っている」のみ）（図Ⅴ-3-19）
　「a.県」（74.5％）が最も多く、次いで「c.観光関連組織」
（23.5％）、「b.市」（3.1％）となっている。県同士の広域連携が
多いことが反映されている。

　●連携に至った背景・理由（「行っている」のみ）（図Ⅴ-3-18）
　「b.周遊ルート上のつながり」（62.5％）が最も多く、次いで
「a.共通する観光資源の存在」（38.5％）、「c.その他」（25.0％）
となっている。

a．明確である
b．あまり明確でない

c．明確でない
d．その他

0 20 704030 50 6010 （％）

63.0
28.3

13.0
8.7

図Ⅴ-3-14　観光連盟・協会等との役割分担
（単数回答、n=46）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

a．県同士の広域連携
b．県内市町村との連携
c．民間事業者との連携

d．県同士及び県内市町村との連携
e．県同士及び民間事業者との連携

f．県内市町村及び民間事業者との連携
g．県同士、県内市町村、民間事業者との連携

h．その他

0 5 4510 15 20 25 30 35 40 （％）

40.0
4.8

1.9
8.6

15.2
13.3

10.5
5.7

a．行っている
b．行っていない

0 20 10040 60 80 （％）

97.8
2.2

図Ⅴ-3-17　観光分野における連携のタイプ（単数回答、n=105*注）

図Ⅴ-3-16　観光分野における連携の現状（単数回答、n=46）

a．補助金を交付している
b．業務を委託している
c．職員を派遣している

d．その他
e．支援はしていない

0 20 10040 60 80 （％）

85.1
74.5
76.6

4.3
0.0

図Ⅴ-3-15　観光連盟・協会等に対して行っている支援策
（複数回答、n=47）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

a．共通する観光資源の存在
b．周遊ルート上のつながり

c．その他

0 20 704030 50 6010 （％）

38.5
62.5

25.0

図Ⅴ-3-18　観光分野における連携に至った背景・理由
（複数回答、n=104*注）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

a．県
b．市

c．観光関連組織
d．その他

0 20 804030 50 60 7010 （％）

74.5
3.1

4.1
23.5

図Ⅴ-3-19　観光分野における連携の事務局組織
（複数回答、n=98*注）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕
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　●観光振興における課題（図Ⅴ-3-22）
　「k.外国人観光客の受入体制の整備不足」（62.5％）が最も
多く、次いで「a.観光行政に対する財源不足」「b.担当職員の人
員不足」（いずれも46.9％）となっており、国際観光の振興に重
点的に取り組む上での課題が露呈されている。

　● 観光分野の連携における活動の概要（「行っている」のみ） 
（図Ⅴ-3-20）

　「c.情報発信、宣伝PR」（91.4％）が最も多く、次いで「b.国際
観光の振興」（61.9％）、「a.新しい商品づくり、魅力づくり」
（58.1％）となっている。一方、「f.コンベンション等MICEの誘致」
（3.8％）や「h.観光統計、マーケティング」（9.5％）においては、
あまり連携が行われていない。

（牧野博明）
　●連携における課題（「行っている」のみ）（図Ⅴ-3-21）
　「f.担当職員の人員が不足している」（52.6％）が最も多く、次
いで「b.意思疎通や情報共有が難しい」（44.7％）、「c.事業の
決済等、手続きに時間がかかる」（42.1％）、「e.財源が不足して
いる」（39.5％）となっている。人員や財源などの物理面に加え、
意思疎通や情報共有などのコミュニケーションにおける課題も
見える。

＊注：�n値は基本的に都道府県数（有効回答）としているが、図Ⅴ-3-17～20のn
値については、各都道府県において最大3つまで記載された連携の合計数
（有効回答）としている。

a．新しい商品づくり、魅力づくり
b．国際観光の振興

c．情報発信、宣伝PR
d．販路開拓

e．観光イベントの開催
 f．コンベンション等MICEの誘致

g．交通基盤の整備、観光ルートの開発
h．観光統計、マーケティング

i．観光振興戦略策定
j．その他

0 20 10040 60 80 （％）

58.1
61.9

91.4
25.7

52.4
3.8

40.0
9.5

13.3
7.6

a．明確な目標や方針が定まっていない
b．意志疎通や情報共有が難しい

c．事業の決裁等、手続きに時間がかかる
d．責任の所在が曖昧である

e．財源が不足している
f．担当職員の人員が不足している
g．担当職員の経験が不足している

h．事業成果の検証が難しい
i．その他

0 10 6020 30 40 50 （％）

7.9
44.7
42.1

10.5
39.5

52.6
5.3

31.6
5.3

a．観光行政に対する財源不足
b．担当職員の人員不足
c．担当職員の経験不足

d．他部局との観光についての連携不足
e．観光に対する住民の理解不足

f．市町村との連携不足
g．市町村との役割分担が不明瞭

h．都道府県観光協会・連盟との連携不足
i．都道府県観光協会・連盟との役割分担が不明瞭

j．民間事業者との連携不足
k．外国人観光客の受入体制の整備不足

l．観光資源の不足
m．その他

0 10 7020 30 40 50 60 （％）

46.9
46.9

6.3
3.1
3.1
0.0
3.1
0.0
3.1
9.4

62.5
12.5
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図Ⅴ-3-20　観光分野の連携における活動の概要
（複数回答、n=105*注）

図Ⅴ-3-21　観光分野の連携における課題（複数回答、n=38）

図Ⅴ-3-22　観光振興における課題（複数回答、n=32）

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕

出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会〔事務局：（公財）日本交通公社〕
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表Ⅴ-3-1　平成26年度に特に成果のあった分野、平成27年度の観光政策の位置づけおよび重点的に取り組む分野

都
道
府
県
名

平成26年度に特に成果のあった分野 平成27年度の
観光政策の位置づけ 平成27年度に重点的に取り組む分野

a.  

観
光
資
源
・
景
観
・
環
境
の
保
護
・
保
全

b. 

観
光
関
連
施
設
の
建
設
・
整
備

c. 

観
光
関
連
施
設
の
管
理
・
運
営

d. 

新
し
い
商
品
づ
く
り
、魅
力
づ
く
り

e. 

国
際
観
光
の
振
興

f. 

情
報
発
信
、宣
伝
Ｐ
Ｒ
（
Ｉ
Ｔ
投
資
を
含
む
）

g. 

販
路
開
拓

h. 

観
光
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

i. 

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
等
Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
の
誘
致

j. 

交
通
基
盤
の
整
備
、観
光
ル
ー
ト
の
開
発

k. 

市
町
村
支
援
（
補
助
）

l. 

物
産
、関
連
産
業
の
振
興

m. 

関
連
組
織
強
化
、業
界
指
導
・
育
成

n. 

観
光
統
計
、マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

o. 

観
光
振
興
戦
略
策
定

p. 

広
域
連
携

q. 

そ
の
他

a. 

極
め
て
重
要
な
位
置
づ
け
に
あ
る

b. 

重
要
な
位
置
づ
け
に
あ
る

c. 

行
政
政
策
の
一
つ
で
あ
る

d. 

そ
の
他

e. 

不
明

a. 

観
光
資
源
・
景
観
・
環
境
の
保
護
・
保
全

b. 

観
光
関
連
施
設
の
建
設
・
整
備

c. 

観
光
関
連
施
設
の
管
理
・
運
営

d. 

新
し
い
商
品
づ
く
り
、魅
力
づ
く
り

e. 

国
際
観
光
の
振
興

f. 

情
報
発
信
、宣
伝
Ｐ
Ｒ
（
Ｉ
Ｔ
投
資
を
含
む
）

g. 

販
路
開
拓

h. 

観
光
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

i. 

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
等
Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
の
誘
致

j. 
交
通
基
盤
の
整
備
、観
光
ル
ー
ト
の
開
発

k. 
市
町
村
支
援
（
補
助
）

l. 
物
産
、関
連
産
業
の
振
興

m. 

関
連
組
織
強
化
、業
界
指
導
・
育
成

n. 

観
光
統
計
、マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

o. 

観
光
振
興
戦
略
策
定

p. 

広
域
連
携

q. 

そ
の
他

北海道 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
青森県 ● ● ● ● ● ● ● ●
岩手県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
宮城県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
秋田県 ● ● ● ● ● ● ● ●
山形県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
福島県 ● ● ● ● ● ● ●
茨城県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
栃木県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
群馬県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
埼玉県 ● ● ● ● ● ● ● ●
千葉県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
東京都 ● ● ● ● ● ● ● ●

神奈川県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
新潟県 ● ● ● ● ● ● ●
富山県 ● ● ● ● ● ● ● ●
石川県 ● ● ● ● ● ● ● ●
福井県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
山梨県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
長野県 ● ● ● ● ● ● ● ●
岐阜県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
静岡県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
愛知県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
三重県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
滋賀県 ● ● ● ● ● ● ● ●
京都府 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
大阪府 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
兵庫県 ● ● ● ● ● ● ●
奈良県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

和歌山県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
鳥取県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
島根県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
岡山県 ● ● ● ● ● ● ●
広島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
山口県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
徳島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
香川県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
愛媛県 ● ● ● ● ● ●
高知県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
福岡県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
佐賀県 ● ● ● ● ● ● ●
長崎県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
熊本県 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
大分県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
宮崎県 ● ● ● ● ● ● ●

鹿児島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
沖縄県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

合計 0 4 0 16 37 25 2 13 8 2 5 1 2 1 3 2 6 28 19 0 0 0 4 11 3 35 44 41 7 15 15 10 7 11 10 9 12 22 23
出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会（事務局：（公財）日本交通公社）
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表Ⅴ-3-2　ふるさと旅行券発行時期、広域観光周遊ルート形成促進事業、国際観光振興の実施予定事業およびターゲット

都
道
府
県
名

ふるさと
旅行券

発行時期

広域観光
周遊ルート
形成促進

事業

国際観光振興（インバウンド）の実施予定事業 ターゲットとしている国・地域

a. 

発
行
済
み
で
あ
る

b. 

今
年
度
内
に
発
行
す
る
計
画
が
あ
る

c. 

具
体
的
時
期
は
未
定
で
あ
る
が
、現
在
検
討
中
で
あ
る

a. 

取
り
組
む
予
定

b. 

取
り
組
む
予
定
は
な
い

c. 

不
明

a. 

ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス

b. 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
情
報
発
信

c. 

海
外
Ｔ
Ｖ
、雑
誌
等
に
よ
る
情
報
発
信

d. 

海
外
で
開
催
さ
れ
る
見
本
市
・
商
談
会
等
へ
の
参
加

e. 

海
外
メ
デ
ィ
ア
・
旅
行
関
係
者
等
の
招
聘

f. 

多
言
語
に
よ
る
Ｈ
Ｐ
開
設
・
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル

g. 

多
言
語
に
よ
る
案
内
看
板･

標
識
類
等
の
整
備

h. 

多
言
語
の
観
光
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成

i. 

観
光
地･

施
設
へ
の
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
の
整
備

j. 

観
光
施
設
へ
の
外
国
語
対
応
ス
タ
ッ
フ
の
配
置

k. 

外
国
人
向
け
の
観
光
メ
ニ
ュ
ー（
商
品
）等
の
設
定

l. 

公
共
交
通
の
利
便
性
向
上
に
向
け
た
整
備

m. 

観
光
関
係
者
向
け
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
研
修
会
の
開
催

n. 

観
光
地･

観
光
施
設
等
に
お
け
る

外
国
語
対
応
可
能
な
ス
タ
ッ
フ
等
の
育
成

o. 

電
話
通
訳
サ
ー
ビ
ス
等
の
実
施

p. 

そ
の
他

a. 

台
湾

b. 

韓
国

c. 

中
国

d. 

香
港

e. 

タ
イ

f. 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

g. 

マ
レ
ー
シ
ア

h. 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

i. 
フ
ィ
リ
ピ
ン

j. 
ベ
ト
ナ
ム

k. 
イ
ン
ド

l. 

ア
メ
リ
カ

m. 

カ
ナ
ダ

n. 

イ
ギ
リ
ス

o. 

フ
ラ
ン
ス

p. 

ド
イ
ツ

q. 

ロ
シ
ア

r. 

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

北海道 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
青森県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
岩手県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
宮城県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
秋田県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
山形県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
福島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
茨城県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
栃木県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
群馬県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
埼玉県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
千葉県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
東京都 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

神奈川県 ● ● ● ● ● ●
新潟県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
富山県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
石川県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
福井県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
山梨県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
長野県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
岐阜県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
静岡県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
愛知県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
三重県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
滋賀県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
京都府 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
大阪府 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
兵庫県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
奈良県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

和歌山県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
鳥取県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
島根県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
岡山県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
広島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
山口県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
徳島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
香川県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
愛媛県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
高知県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
福岡県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
佐賀県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
長崎県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
熊本県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
大分県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
宮崎県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

鹿児島県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
沖縄県 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

合計 24 19 1 37 3 7 34 43 37 46 46 25 31 37 35 5 16 10 27 16 9 7 46 41 42 38 44 30 27 24 9 15 3 11 5 9 14 5 5 15
出所：都道府県・政令指定都市観光政策アンケート調査検討委員会（事務局：（公財）日本交通公社）
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